様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年2月29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かんでんこう　
一般事業主の氏名又は名称　株式会社関電工　
（ふりがな）なかま　としお　
（法人の場合）代表者の氏名　取締役社長　仲摩　俊男　印   
住所　〒108-8533
東京都港区芝浦４丁目８番３３号
法人番号　　9010401006818　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	文書1：第109期有価証券報告書
文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023

	公表日
	文書1：第109期有価証券報告書
2023年6月29日

文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
2023年11月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	文書1：第109期有価証券報告書
弊社ホームページ「第109期有価証券報告書」P12、15
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/06/20230629yuho7jrka6zvx823tebto22i.pdf

文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
弊社ホームページ「統合報告書」2023日本語版 P11，P14
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf

	記載内容抜粋
	経営ビジョン『社会を支える“100年企業”へ』のもと、主力事業である建築設備と社会インフラ事業の融合を通して安全で快適なまちづくりに貢献し、社会やお客様にとって高い価値を提供することのできる『グリーンイノベーション企業』を目指している。
（文書1：第109期有価証券報告書　P15）


・経営戦略等
①重点方針
社会やお客様から信頼される企業であり続けるため、ESG経営を推進し、中長期的な企業価値の向上を目指すべく、以下の重点方針に取り組んでまいります。
重点方針１．生産性革新
業務プロセス改革と施工技術革新
重点方針２．総合力発揮による収益基盤の再構築
提案力・利益創出力・施工力の強化と成長分野への営業展開強化
重点方針３．将来の成長基盤強化
脱炭素・防災・BCP分野におけるプレゼンス確立とグローバル展開の加速
重点方針４．健全な経営活動の推進
安全・品質・コンプライアンス意識の定着化と経営の透明性確保
重点方針５．人一（ひといち）力の向上
多様な人材が能力を発揮できる制度づくりと未来をつくる人材育成
（文書1：第109期有価証券報告書　P12）

また、当社グループを取り巻く社会課題について以下のように整理しております。
・脱炭素化社会の実現
・国内人口減少・高齢化社会
・気候変動への対応・働き方
・休み方、社会インフラの維持・発展
・デジタル変革、レジリエンス（防災＋BCP）
（文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P14）
労働人口の減少や脱炭素化、DX化などを背景にあらゆる産業構造が変わりゆく中で、社会インフラのあり方も変化し、都市設計の効率化が進んでいます。
（文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P11）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	文書1：第109期有価証券報告書
　取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項です。
文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
　本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき、作成および公表された内容となります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図

	公表日
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
2023年11月27日
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図
2023年7月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
弊社ホームページ「統合報告書」2023日本語版 P25、29
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図
https://www.kandenko.co.jp/company/organization

	記載内容抜粋
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
弊社ホームページ「統合報告書」2023日本語版
［生産性革新］
・業務プロセス改革
・施工技術革新
・デジタル技術の徹底活用
［将来の成長基盤強化］
・脱炭素・防災＋BCP分野におけるプレゼンス確立
［ひといち力の向上］
・多様な人材が能力を発揮できる制度づくり
・未来をつくる人材育成

弊社が取り組むべきマテリアリティ（重要課題）に記載
したデジタル技術を組み込んだ取り組み
＜イノベーションの推進＞
　・業務プロセスの再設計
　・工法・管理プロセスの高度化（Iot・AI・ロボット・
ドローン技術の応用）
・バックオフィス設置、ITシステムの高度化による
業務効率化
＜安全で快適な社会インフラの維持・構築＞
　・労働安全・品質向上への技術・広報の研究開発
＜ひといち力（人材力）の向上＞
　・お客様の信頼に応えるプロフェッショナル人材の
育成（階層別研修とOJT）　
　・働き方改革の推進（業務プロセスの見直し、テレ
ワーク、ＩT機器の活用）
　・ダイバーシティの推進（女性活躍、障がい者雇用、
男性育児休暇取得促進）
　・教育プログラムの充実（研修コンテンツの充実、
VR/ARの活用）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023
　本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき、作成および公表された内容となります。
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図
　取締役会で承認された組織改編に基づき作成および公表された内容となります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[bookmark: _GoBack]文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P10-P11、P20、P22、P49
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図
https://www.kandenko.co.jp/company/organization

	記載内容抜粋
	2023年7月からチーフ・オフィサー制度を導入しました。
次期中期経営計画に向けては、同制度を通じて各部署が
それぞれ実施してきた取り組みに全社大で横串を通し、
戦略機能の更なる強化を図っていきます。
（文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P10-P11）

㈱関電工の組織図(ＤＸ推進ユニット ＤＸ推進部)
(文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図)
※上記公開資料の補足
ＤＸの実現と情報セキュリティの強化に向けてＩＴ部門
と一体となったＤＸ推進機能を拡充するため「ＤＸ推進
ユニット」を設置し、その管下に「ＤＸ推進部」を設置
しました。

戦略推進に向けたデジタル人材育成の一環として「PC
スキル向上・ITツール活用研修」を当社従業員対象の
選択研修として研修体系に組込み、計画的な育成・
リスキリングに取り組んでいます。
（文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P20、P49）

事業サイクルを回し、戦略推進するための人的資本充実
に向けた取組みの一環として、AI・ロボット・データ
分析など高度な特定分野に精通した人材を必要に応じ
採用する方向性を明示しています。
（文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P22）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023 P10-P11、P29
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf
文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図
https://www.kandenko.co.jp/company/organization

	記載内容抜粋
	・最高デジタル責任者（CDO）の導入
（文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023　P10-11）
・ＤＸ推進ユニット ＤＸ推進部の設置
(文書2：弊社ホームページ　会社情報　組織図)
ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に向けた主な具体的な方策として以下を記載しています。
・サイトワークアシスタントチーム新設によるバックオフィス化拡充
・測定記録支援システム「Blue」の」活用
・6Goセンターの活用拡大に向けた設備拡充・機械化
・現場支援システムの改良、ペーパーレス化の進展
・データマネジメントに向けた情報分析基盤の整備
・カーボンニュートラル関連研究開発の実施
・ローカル5Gラボの活用拡大
・女性活躍の推進
・若年層社員の育成強化・早期戦力化に向けた各種研修、OJT教育による人材育成の推進
（文書1：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023　P29）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	文書1：第109期有価証券報告書
文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023

	公表日
	文書1：2023年6月29日
文書2：2023年11月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	文書1：弊社ホームページ「第109期有価証券報告書」P12
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/06/20230629yuho7jrka6zvx823tebto22i.pdf
文書2：KANDENKO INTEGRATED REPORT 2023　P28-29
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf
※上記公開資料の補足
P28-29で戦略と数値目標の紐づきを記載しております。

	記載内容抜粋
	2021年度より新たにスタートした３ヶ年の中期経営計画では、『かわる。そこから未来をつくる』をコンセプトに、情報処理技術の活用の方向性で示した重点方針に取り組み、数値目標を設定しました。

重点方針１．生産性革新
重点方針２．総合力発揮による収益基盤の再構築
重点方針３．将来の成長基盤強化
重点方針４．健全な経営活動の推進
重点方針５．人一（ひといち）力の向上
2023年度数値目標（中期経営計画最終年度）（連結）
　　売上高　　　　　5,770億円
　　営業利益　　　　　360億円
　　ＲＯＥ　　　　　　8％以上
　　ＲＯＩＣ　　　　　8％以上
　　配当性向　　　　　30％以上
（文書1：第109期有価証券報告書　P12）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年11月27日

	発信方法
	「KANDENKO INTEGRATED REORT 2023」P7-11の社長メッセージで、社長自らが情報発信を行っております。
https://www.kandenko.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/KANDENKO-INTEGRATED-REPORT-2023v6qvskdld5j3lyrvpoq9.pdf

	発信内容
	・建設現場の働き方改革が喫緊の課題となっている中、更なる生産性の向上を図るため、現場事務や技術検討、施工図作成等を担う専門組織を新設し、全社的なバックオフィス機能を強化しました。
併せて、現場での作業効率向上に大きく寄与するプレハブ化・ユニット化工法の対応エリアを拡大しました。　
今後は、その生産拠点である「6Goセンター」の機能拡充や新たな拠点の設置に向け検討を進めていきます。
・現場支援システムの本格運用や全社員に配布したモバイル端末の利用促進などデジタル技術の徹底活用による施工管理・現場作業の抜本的な効率化を進めてきました。
・引き続き、事業環境の変化を的確にとらえながら、業務プロセスの再構築と施工技術革新に注力し、生産性の飛躍的な向上を果たしていきたいと考えています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年8月頃　～2023年11月頃

	実施内容
	サイトよりダウンロードした「DX推進指標自己診断フォーマット」を使い、DX推進指標に基づく自己分析を行いました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2012年2月頃～実施中


	実施内容
	・従業員に対して標的型攻撃メール訓練の実施、eラーニングによる教育を行い、情報セキュリティ遵守の意識高揚活動を行っています。
・外部機関に委託し、プラットフォーム診断を実施しています。
・情報システムセキュリティ委員会を開催しています。
・サイバー攻撃による被害の最小化に向け、インシデント対応体制として組織内CSIRTを設置し、役割や報告体制の明確化を図っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

